









































年に、短期の上限が 5 年から10年に引き上げられたのである（同条 1 項）。
第 2 に、無期刑の緩和（51条 2 項）による場合を除いて懲役又は禁錮につ
いて有期の実刑を科す場合には全て不定期刑とした。従来の同項の規定に
あった「長期 3 年以上の」という限定が削除されることとなった。第 3
に、不定期刑の長期と短期との間の幅に制限を設けている。長期の 2 分の
1 、又は長期が10年を下回るときは長期から 5 年を減じた期間を下回らな

































（ 1 ）　拙稿「『非行少年』と責任能力（ 1 ）～（ 3 ・完）」早稲田法学85巻 2 号（2010








































わ ゆ る「シ ン シ ナ テ ィ 宣 言」（全 米 監 獄 協 会 の 原 則 宣 言（Declaration of 





















（ 3 ）　本 宣 言 は、 後 継 組 織 で あ る ア メ リ カ 矯 正 協 会（American Correctional 
Association） の ウ ェ ブ ペ ー ジ で 公 開 さ れ て い る（http://www.aca.org/ACA_
PROD_IMIS/docs/1870Declaration_of_Principles.pdf［2015年 1 月16日最終閲覧］）。
（ 4 ）　See Zebulon Reed Brockway, Fifty Years of Prison Service: An Autobiography, 
Charities Publication Committee, 1912, pp. 385 and 417─418.
6　　早法 90 巻 3 号（2015）
ら れ た
（５）
































（ 5 ）　See Frederick Howard Wines, Punishment and Reformation: A Study of the 
Penitentiary System, New ed., Thomas Y. Crowell, 1919, pp. 203─204.
（ 6 ）　See Brockway, supra note 4, pp. 68─376.
（ 7 ）　See Wines, supra note 5, pp. 204─205.
（ 8 ）　See Todd R. Clear, George F. Cole, and Michael D. Reisig, American 
Corrections, 10th ed., Wadsworth, 2013, p. 53─54; Burk Foster, Corrections: The 
Fundamentals, Pearson Prentice Hall, 2006, p. 38.
（ 9 ）　N.Y. Laws 1877, c. 173. 
































（12）　See Foster, supra note 8, p. 39.
（13）　荘子邦雄「不定期刑制度の意義と常習犯人の処遇」小川太郎編『矯正論集』
（矯正協会、1968年）21─22頁参照。


















































































10　　早法 90 巻 3 号（2015）
　しかし、一転して、その後の「少年法案（第 3 次成案）」（大正 8 （1919）







































































































（30）　大正11年少年法 8 条では、 1 項で「少年ニ対シ長期 3 年以上ノ有期ノ懲役又ハ
禁錮ヲ以テ処断スヘキトキハ其ノ刑ノ範囲内ニ於テ短期ト長期トヲ定メ之ヲ言渡ス
但シ短期 5 年ヲ超ユル刑ヲ以テ処断スヘキトキハ短期ヲ 5 年ニ短縮ス」とし、 2 項
で「前項ノ規定ニ依リ言渡スヘキ刑ノ短期ハ 5 年長期ハ10年ヲ超ユルコトヲ得ス」





























































され（ 9 条 1 項）、本条文が少年刑務所設置の法律的な根拠とされた。本条文は、
昭和23年少年法でも56条において引き継がれている。






































































た刑の「短期の」 3 分の 1 と明示された。ただ、不定期刑自体については
言及がない。




（40）　「仮釈放適否審査ニ付判事及検事ノ少年刑務所巡視ニ関スル件」（昭和 6 年 6
月11日行甲第1199号司法次官通牒）。この点、正木亮「少年受刑者の仮釈放審査協































































































































































































3 年未満の刑期（実刑）を言い渡された有期懲役の定期刑の者は 1 名、ま
た有期禁錮の定期刑の者は 0 名であった。こうした傾向は、従来から続
いてきている。
3 　検討
　大正11年少年法制定時、昭和23年少年法制定時、そして平成26年少年法
一部改正時を検討してきたが、各制定・改正過程において不定期刑に対す
る評価は分かれてきた。少年に対する不定期刑は、一方で「教養」・「教
化」等の観点から大きな期待も受けながら、他方でその濫用に対する警戒
も当初より示されてきた。そして、各制定・改正過程における法案の変容
を見ても、規範的視点と事実的視点のいずれに重きを置くのかという激し
い対立を背景として、不定期刑の対象範囲の拡大又は縮小という形で方向
性が揺れながら、現在の規定へと至っていることが分かる。ただ、上述し
た相違点があるものの、実際のところ、矛盾対立を内包しながら、わが国
の少年に対する不定期刑の規定は、エルマイラ制を一つの淵源としつつ、
大正11年少年法制定時から基本的には継承されてきている。
